
○下水処理場の管理（機械の点検・操作等）については9割以上が民間委託を導入済。
○ このうち、施設の巡視・点検・調査・清掃・修繕、運転管理・薬品燃料調達・修繕などを一括して複数年にわたり
民間に委ねる包括的民間委託は処理施設で531施設、管路で38契約導入されており、近年増加中。
○下水汚泥を利用してガス発電や固形燃料化を行う事業を中心にPFI（従来型）・DBO方式は37施設で実施中。
○ PFI（コンセッション方式）については、平成30年4月に浜松市で、令和2年4月に須崎市でそれぞれ事業が開始
され、令和2年3月に宮城県で事業者公募が開始され優先交渉権者の選定中。また、奈良市、三浦市、宇部市、
村田町が導入に向けた具体的な検討（デューディリジェンス）を実施した。

(R2.4時点で実施中のもの。国土交通省調査による)

(* H30 総務省「地方公営企業決算状況調査」による。H31.3.31時点)

※１団体で複数の施設を対象としたPPP/PFI事業を行う場合があるため、必ずしも団体数の合計は一致しない
下水道施設

管路施設
(全国約48万km *)

ポンプ場
(全国6,069箇所*)

下水処理場
（全国2,199箇所*）

PFI（従来型）

DBO方式

PFI（コンセッション方式）

10契約 （7団体）

25契約 （22団体） 1契約 （1団体）

2契約 （2団体） 1契約 （1団体）

（23団体）

（8団体）

（2団体）

全体
(全国1,471団体)

包括的民間委託 893箇所 （160団体）531箇所 （266団体） （272団体）

指定管理者制度 62箇所 （20団体） （20団体）81箇所 （9団体）

0契約 （0団体）

1契約 （1団体）

38契約 （26団体）

33契約 （11団体）

0契約 （0団体）

1契約 （1団体）

下水道事業におけるＰＰＰ／ＰＦＩ事業の実施状況（令和２年４月）
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